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（１）医療・介護の連携強化

　　ア）地域の医療・介護の資源の把握

　　イ）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討

　　ウ）きれめのない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進

　　エ）医療・介護関係者の情報共有の支援

　　オ）在宅医療・介護連携に関する相談支援

　　カ）医療・介護関係者の研修

　　キ）地域住民への普及啓発

（２）認知症への適切な対応、普及啓発の推進

（１）介護保険制度の理念周知

（２）介護保険制度に関する啓発、情報提供、苦情相談等

（３）地域包括支援センター（高齢者総合相談窓口）の運営

（４）地域包括支援センター（高齢者総合相談窓口）の機能強化

（５）地域ケア会議の推進

（６）介護サービスの質の向上

（７）介護予防・日常生活支援総合事業の充実

（８）ケアマネジメントの質の向上

（９）介護人材の確保・育成

（10）介護保険施設の適正な整備

（11）介護給付適正化事業の推進

（12）費用負担への配慮

（13）認知症への適切な対応、普及啓発の推進

（14）家族介護者等への支援の充実

（15）在宅生活を支援する多様なサービス基盤の充実

（１）介護予防の推進と普及啓発

（２）介護予防ケアマネジメントの推進

（３）リハビリテーション専門職を活かした取組の推進

（４）介護予防・生活支援サービス事業の推進

（５）地域の通いの場の創出

（６）認知症予防の推進

（７）生涯にわたるこころと体の健康づくり

（８）健康を支える地域社会づくり

（９）生活習慣病などの疾病予防

（10）高齢期特有の健康課題への対策

（11）介護予防「あ・し・た」プロジェクト

（１）高齢者が安心して暮らせる住まいの確保

（２）高齢者が暮らしやすい生活環境づくり

（３）高齢者の状態に応じた適切な住まいの確保

（１）多様なサービス基盤の充実による支え合いの推進

（２）情報共有ときっかけづくり

（３）担い手の育成

（４）社会参加の機会の提供

（５）権利擁護支援の充実

（６）消費者被害の未然防止及び救済

（７）災害等緊急時に備えた支援の充実

 1．医療について

 ２．介護について

 ３．介護予防について

 ４．住まいについて

 ５．生活支援について

高齢者の状況に応じて、看取りまで行える包括的な

在宅医療・介護連携体制が構築されている。

介護サービス等について、必要な量を確保するととも

に、その質が確保・充実・強化され必要なサービスが

適切に提供されている。

市民一人ひとりが自身の健康の保持増進や介護予防

に努め、仮に健康状態が変化しても、安心して暮らし

ていける。

高齢者の尊厳が保持され、自宅のバリアフリー化、

高齢者向け住宅及び高齢者向け施設への入居等、

各々の希望と経済力にかなった「住まい」が確保され、

その質の維持・向上が進められている。

高齢者が支え合いによって、これまでの生活がスムー

ズに行えたり、自分らしい生活を送れるようになり、

高齢者の社会参加や生きがいづくりが進む。











資料３





計画策定の趣旨





堺市地域包括ケアシステムの推進に関する施策に係る総合的な計画（案）（※愛称募集中）　概要





基本的視点と施策体系





基本となる５つの要素ごとにめざす姿を掲げ、施策を効果的に展開する。計画内では、将来的なアウトカム指標を見据えた2026年までの長期的な取組と、具体的に取り組む中期的な取組を掲載する。





平成３０年１０月に施行された「堺市超高齢社会に対応するための地域包括ケアシステムの推進に関する条例」第４条第１項に基づき、本市における地域包括ケアシステムの構築及び深化・推進を効果的に実施するための、関連施策に係る総合的な計画として策定





【地域包括ケアシステム】とは…


高齢者の尊厳の保持と自立生活の支援をめざして、できる限り住み慣れた地域で、自分らしく暮らし続けることができるよう、地域で医療・介護・介護予防・住まい・生活支援が一体的に提供される体制のこと





計画の推進





本計画策定後は、以下の項目に留意しながら計画を推進するとともに、毎年度、前年度取組の検証や次年度以降の目標等をＰＤＣＡマネジメントサイクルによる進捗管理や更新を行い、事業の効率性や実効性を高めていく。





＊関係機関等との適切な役割分担と連携


＊全庁横断的な推進体制


＊市民・議会に対する適宜適切な情報提供


＊効果的な取組を検討するための市民ニーズの把握


＊多様な媒体を活用した計画の周知・広報









